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1. はじめに 

本平成22年6月9日に総務省の中に発足され、

24回まで研究会が開催された、人材力活性化研

究会が令和2年3月をもって休止することにな

った。その理由としては、「現在、少子高齢化

や人口減少への対応、地域の特性を活かした地

方創生の実践など、地域を取り巻く課題が一層

大きくかつ多岐にわたるものとなっており、地

域で活躍する人材をいかに育成・確保していく

かを研究し、新たな施策の展開を検討していく

ことも重要となっています。 次年度以降におい

ては「全国地域づくり人財塾」を引き続き開催

する一方、人材研発足から10 年が経過するの

を機に、人材研を休止し、地域で活動する人材

の育成・確保に係る課題の整理、効果的な育成?

法やカリキュラム、行政や地域ＮＰＯ等の役割

などについて、調査・研究することとしており

ます。」とされている。 

発足時その目的は、「地域活性化の基本的な

要素である人材力の強化を図るため、「人材力

活性化研究会」を開催し、NPO・企業等との連

■ 社会・デザイン・ビジネスレビュー® 

 

地域づくりのシミュレーションに関する考察Ⅱ： 

SDGｓ、ポストコロナ社会、地域通貨の考察から 
 

Consideration on simulation of regional development: 

From the consideration of SDGs and post-corona society 

 

  鈴木秀顕* 

   Hideaki SUZUKI* 

 WEB公開日：2020 年 5 月 1 日 無償公開期間：3 ヶ月 

 

Abstract : 

 いまだ日本社会における地域づくりの課題は解決の端緒が見えてこない状態にある。それは、地域づく

りの課題が明らかになっていないからであり、曖昧な状態にあるからである。そこで、課題解決を目的に

おき、数値として捉えることができる状態（指標化）を作るためのシミュレーションモデルを検討する。

その地域づくりに関する指標についてはSDGｓを参考にする。また、プロジェクトマネジメントの手法を

援用することで検証考察する.  

The problem of regional development in Japanese society is still in the state where the beginning of 

the solution cannot be seen. This is because the issue of regional development has not been clarified, 

and it is in an ambiguous state. Therefore, for the purpose of solving problems, we will study a 

simulation model for creating a state (index) that can be grasped as a numerical value. Refer to the 

SDGs for indicators related to regional development. In addition, verification and consideration will 

be made by using the project management method... 

 

Keywords : regional-development , SDGs,post-corona-society, simulation, Virtual-real-communication 

 



 

 

社会デザイン協会 

未来展望 

社会・デザイン・ビジネスレビュー No3 

 2 

携方策も含めた課題を抽出したうえで、人材力

活性化の具体的な施策・目標の検討や人材力の

相互交流とネットワーク形成の進め方等の検討

を行い、人材力の強化・活性化に取り組もうと

している様々な主体の今後の指針となるプログ

ラムを策定します。あわせて、人材力活性化の

事例の調査等を行い、その充実を図ることとし

ます。」とされている。 

 当研究会の評価としては、一定の成果があ

ったとの評価に基づく休止のようである。その

評価とは、人材力活性化プログラムの開発（平

成23年3月発表）、地域づくり活動のリーダー育

成のためのカリキュラムの開発（平成23年3月

発表）、地域づくり人の育成に関する手引きの

発行（平成24年3月）、全国地域づくり人材塾の

開催（平成26年3月から、それより以前は地域づ

くり人育成講座：平成23年12月～平成24年7月、

一日人材力活性化研究会：平成23年10月～平成

24年2月）があり、その修了生を2,330名輩出し

たことも地域づくり人材の拡大に寄与したとさ

れている。 

 しかしこれら評価は、設立当初の課題解決

への寄与が評価できていない課題が生じている。

この課題は、設立当初の課題設定（たとえば、

地域活性化）が曖昧な状態で始まっているから

であり、数値化してとらえシミュレーションで

きる状態の構築がなされる前段にあるからであ

ると考えられる。 

 そこで、課題解決を目的におき、数値とし

て捉えることができる状態（指標化）を作るこ

とから始める必要がある。その地域づくりに関

する指標についてはSDGｓを参考にする。また、

プロジェクトマネジメントの手法を援用するこ

とで検証考察する。 

 そこで、まずは地域活性化の状態を明らか

にし、その課題を明らかにするため、日本社会

の現状を捉える。 

 

 

2. 日本社会の現状 

本平成20年11月4日に第1回が開催された地

域力創造に関する有識者会議は、その内容を平

成22年8月に「人材と資源で地域力創造を～ま

だまだできる人材力活性化」という形でまとめ

られ、その内容は人材力活性化研究会に引き継

がれていった。その有識者会議の中で、「我が

国の地域を取り巻く環境は依然として極めて厳

しい。特に少子高齢化による人口減少、国・地

方を通じた厳しい財政状況、都市と地方間の格

差の拡大、東京への一極集中、地域コミュニテ

ィの脆弱化などが著しい。住民どうしの絆を取

り戻さなければならないという危機感は高まっ

てきているものの、必ずしも住民の自立意識や

実際の地域活動への参画意欲に結びついている

わけではない。」という日本社会の課題を提示

の上、その課題解決における焦点として、地域

人材育成の重要性が指摘されている。では、そ

れら指摘されている日本社会の課題について、

施策を講じた前後での推移をみる。 

 

2.1 地域おこし協力隊の状態（採用自治体

の推移、隊員数の推移、任務終了後地域に残

留した割合） 

地域おこし協力隊は、 都市地域から過疎地域

等に移住し、一定期間、地域に居住して、地域

ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域

おこしの支援、農林水産業への従事、住民の生

活支援などの「地域協力活動」を行いながら、

その地域への定住・定着を図る取組として平成

21年に制度化され施行されたものである。その

平成21年度は、隊員数89人、採用自治体31団体

から始まり、平成30年度には、隊員数5,359人、

採用自治体1,061団体と、人数は約60倍、採用自

治体は約34倍と数字上は拡大している。しかし、

その地域おこし協力隊の目的のひとつである、

任期終了後の定住は約6割と地域人材の強化が

図られたとは言い難い状況にある。 
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図1 平成30年度「地域おこし協力隊」の活動

状況（内閣府「平成30年度「地域おこし協力隊」

の活動状況報道資料より 平成31年3月22日」 

 

2.2 人口減少のこと、東京一極集中のこと 

人口減少は、いまだに解決されておらず、現

状が続けば、2060年には人口約8,700万人まで

減少されることが推計されている。 

 

 

図2 長期的な人口（総人口）の推移（経済財

政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会

資料より 平成26年5月13日） 

 

また、そのような人口減少が収まらない中、

東京一極集中の課題における推移について検証

する。東京一極集中においては、東京圏への転

入超過数で推移を見ることができる。以下の図

は、第1期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

に関する検証会資料に掲載されたものである。

この資料によると、2011年に落ち込んだ転入超

過数は、その後継続的に転入超過数が増加し続

け、2018年には135,600人の転入超過になって

いる。 

 

 

図3 東京圏の年齢階層別転入超過数（第１期

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に関する

検証会資料より 令和元年5月17日） 

 

この転入超過数が増加し続ける状態は、単純

に数が増えているという状態のほか、日本人口

数全体が減少していることの面から考察しても、

東京一極集中の傾向が強まっていることが明ら

かになっている。 

これら人口減少や東京一極集中による地方人

材の流出といった課題解決に向けた制度が施行

された2014年以降も、地方の課題解決へ寄与度

は低い。 

 

3. 地域づくりのシミュレーションの

骨子 

今までの地域づくり活動や地域活性化施策は、

課題解決に向けての寄与度が低いことが確認さ

れた。それは、 谷島によると要件定義が不十分、

本多・塚本らによると、目標設定が不明確とい

った、課題が明らかになっていない状態でプロ

ジェクトを進行させていくことによるプロジェ

クト特有の課題である。 

一方、地域づくりや地域活性化は地域におけ

る普遍的な課題であり、その課題解決が求めら

れていることも明らかである。しかし、この地

域における課題解決プロジェクトを構築してい

くにあたっては、その概念が広範に及び曖昧で

あるためプロジェクト化していくことの困難さ

がある。そのため、その地域づくりや地域活性
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化をプロジェクト化し、プロジェクトマネジメ

ント手法を援用し運用するには困難となる。プ

ロジェクトマネジメントにはそのプロジェクト

における共通概念が必要となる。そこで、プロ

ジェクトマネジメント手法を援用するため、地

域活性化プロジェクトの共通概念を定義する必

要が出てくる。ここで地域づくりプロジェクト

を考察をするにあたり【生きることが楽しいこ

とや生き甲斐を持てる地域づくり】を地域活性

化プロジェクトの共通概念とした上で検証考察

をすることとする。そしてその共通概念を基盤

として、普遍的地域課題に関する考察を行い、

その後地域独特の地域課題の考察を行い、地域

づくりのシミュレーションが行える状態を構築

する骨子に関する考察を行う。 

 

3.1 地域活性化に必要な経済的価値 

地域活性化を検討していく上では、地域資源

の活用や地域人材の育成・活用による経済的価

値循環の必要性が指摘されている。しかし、地

域資源の活用や地域人材の育成・活用といった

概念は、地域活性化プロジェクトの共通概念と

は異なり、住民の内面から生じている課題解決

ではない。そのため、ここで指摘されている経

済的価値は地域活性化プロジェクトの共通概念

とは異なるところにおける経済的価値となって

いる。 

ここで地域活性化プロジェクトにおける経済

的価値について考察する。 

地域社会における経済価値を考えるために、

地域資源から産み出されるものを基軸とした形

で分類する。 

 

  生活（生きること）に（食を中心とした） 

必要なもの：1次経済価値  

  生活を楽にするもの：2次経済価値 

  生活を楽しくするもの：3次経済価値 

 

この分類の場合、1次経済価値をはじめ、2次

3次経済価値についても、域内の地域資源から産

み出すことをしていく企業や産業の創出され、

人材の育成にまで発展させていくこととなる。

そして、この経済的価値を産み出す活動をして

いくことが、働くことや仕事となり、地域の人

の生き甲斐を生んでいくこととなる。この生き

甲斐を得るためには、自分が地域に価値をもた

らしている実感が必要である。そして、その実

感を得るためには、その地域における立ち位置

を明らかになり、認識できるレベルにまで落と

し込むことができる状態を構築することが必要

となる。 

 また、地域活性化に資する経済的価値を産

み出すにあたり、地域資源の利用がある。その

地域資源は、域内の地域資源の利用がベースに

なくてはならない。域外の地域資源利用は、産

み出す過程で域内の地域資源が不足する部分に

おいてのみ活用し、その分は何事にも交換可能

な金銭的価値にてまかなうようにする。ただし、

経済的価値の産出過程で、域内の地域資源利用

＞域外の地域資源利用 の状態を保たないと、

その地域にいる意味が薄れ、立ち位置がなく、

生き甲斐が生じなくなる可能性が高まるので、

地域活性化プロジェクトの見地からは注意が必

要となる。 

 

3.2 SDGｓによる指標化の課題 

指標化するにあたり、プロジェクトマネジメ

ントの概念を援用する。当該プロジェクトは地

域活性化プロジェクトであり、その地域活性化

プロジェクトの達成目標（以下、スコープとい

う）を設定しなければならない。ここでのスコ

ープは、短期（3年から5年）・中期（10年から

30年）・長期（50年から100年）で設定し、バッ

クキャスティングアプローチをとることとする。

ただし、ここでのスコープは、タイムマネジメ

ントや環境要素との相関を勘案しながらマネジ

メントをする必要が出てくる。この概観を想定

した上で、WBS（Work Breakdown Structure）

に落としこむ。 

 SDGｓは、2015年に国連サミットで採択さ
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れた「持続可能な開発のための2030アジェンダ」

である。その内容として、3領域・17ゴール・169

ターゲットが設定されている。3領域とは「経済・

環境・社会」である。その3領域がお互いに関係

することを認識しながら17ゴールを達成して

いこうとしているものである。17ゴールとは、 

 

 目標1 あらゆる場所で、あらゆる形態の 

 貧困に終止符を打つ 

 目標2 飢餓をゼロに 

 目標3 あらゆる年齢のすべての人々の 

健康的な生活を確保し、福祉を 

推進する 

 目標4 すべての人々に包摂的かつ公平で 

質の高い教育を提供し、生涯学習 

の機会を促進する 

 目標5 ジェンダーの平等を達成し、すべて 

の女性と女児のエンパワーメント 

を図る 

 目標6 すべての人々に水と衛生へのアク 

セスを確保する 

 目標7 手ごろで信頼でき、持続可能かつ近 

代的なエネルギーへのアクセスを 

確保する 

 目標8 すべての人々のための包摂的かつ 

持続可能な経済成長、雇用および 

ディーセント・ワークを推進する 

 目標9 レジリエントなインフラを整備し、 

持続可能な産業化を推進すると 

ともに、イノベーションの拡大を 

図る 

 目標10 国内および国家間の不平等を是正 

する 

 目標11 都市を包摂的、安全、レジリエン 

トかつ持続可能にする 

 目標12 持続可能な消費と生産のパターン 

を確保する 

 目標13 気候変動とその影響に立ち向かう  

ため、緊急対策を取る 

 

 目標14 海洋と海洋資源を保全し、持続可 

能な形で利用する 

 目標15 森林の持続可能な管理、砂漠化へ 

の対処、土地劣化の阻止および逆 

転、ならびに生物多様性損失の阻 

止を図る 

 目標16 公正、平和かつ包摂的な社会を推 

進する 

 目標17 持続可能な開発に向けてグローバ 

ル・パートナーシップを活性化 

する 

 

これらの目標は、それぞれが相互に関与しあ

いながら成立している。そのことは、閉じられ

た世界での循環が前提となっており、常に増え

続ける状態とは不適合である。SDGｓの達成に

関する評価を見ていると、多くの目標評価は

個々での評価になっており、相互連関の評価は

見られない。その評価指標の成り立ちを見てい

ると、SDGｓの目標の中での相互連関性という

考えが抜けているため、持続可能性の実現を困

難にしていると考えられる。ここにおける課題

解決を図るためには、経済成長理論に基づく経

済学から、資源循環と経済成長を目指す循環経

済を基盤概念とした考えに移行することの必要

性が考えられる。この循環経済を考えていくと

きに大切なことは、価値の考え方である。 

元来経済学の中には、富の再分配という考え

がある。ここでいう富は経済的価値とつながる。

本来の経済学における経済的価値とは、人々が

求めるものに対して、充足してくれるものに感

じられたもののはずである。この考えを基盤と

すると、貨幣を貯めて不安を解消することより

も、貨幣も含めた循環を生み出すことで経済的

価値を生み出すことの方が持続可能性が生まれ

ることが考えられる。 

持続可能な地域づくりを考えていくにあたり、

またその指標を検討するにあたり、SDGｓの各

項目は参考になるが、循環経済を基盤とした相

互連関を考慮していく必要がある。 
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3.3 地域活性化要素の検証 

2019年、世界中にパンデミックを起こした新

型コロナウィルスは人類に大きな不安を招き、

人類の活動を不活性化し、不健康な状態を作り

出した。健康の定義としてはWHOによると「健

康とは、病気でないとか、弱っていないという

ことではなく、肉体的にも、精神的にも、そし

て社会的にも、すべてが満たされた状態にある

ことをいいます。（日本WHO協会訳）」とされ

ている。つまり、「身・心・社会」そのすべて

に不安がないことと理解される。その定義に照

らし合わせると、地域を活性化させていくため

には、健康な地域が前提となろう。そして、そ

のような健康地域で活動をすることが活性化に

つながっていくと考えられる。 

しかしコロナ禍の社会では、その活動そのも

のを停止せざるを得ない状況を作り出し、社会

の在り方さえも大きく変える契機となりそうな

状況である。それは、コロナ禍以前から進めら

れていた働き方改革を大きく前進させることと

なると考えられる。つまり、時間に対する対価

から結果（価値の提供）に対する対価への変化

である。その変化は、5Gサービスが始まるこれ

からの社会の下、進度を早めていくこととなる。

この5Gサービスは、社会活動の動きを大きく変

えると考えられていた。それは、フェイストゥ

フェイスのコミュニケーションを大切にしてき

た日本社会の中において、フェイストゥフェイ

スのコミュニケーションでなくともコミュニケ

ーションが実現できる可能性であった。そのよ

うなバーチャルリアルコミュニケーション

（VRC)の社会への変化が、早まって実現してい

く可能性の高まりである。 

また、コロナ禍後の社会はVRCの世界である

ため、物理的な貨幣価値は低下していくことと

なる。その理由としては、サプライチェーンシ

ステムと貨幣価値の関係の変化がある。今まで

の経済社会では、サプライチェーンシステムを

重ねていくことで貨幣価値が高まっていく関係

にあった。が、VRCの世界では物理的な製品の

取引が一部しか生じないため、今まで考えられ

ていたサプライチェーンシステム、つまり物理

的なものとものとの取引を基盤としたシステム

において不整合が生じ、無駄が省かれたシステ

ムとなっていく結果として貨幣価値が低下して

いくのである。 

そのことは市場の力関係にも変化を及ぼすこ

ととなる。それは、市場と消費者の距離が近づ

くことによる、生産者志向から顧客志向への変

化である。顧客志向マーケットでは、生きるこ

との重要性が増す。それは、なんでも買えれば

生きていける状態から、生きる（生活する）に

は呼吸をし食べなければならない、という当た

り前の感情を消費者に再認識されることとなり、

今まで貨幣価値が低かった1次経済価値分野の

重要性が高まるのである。 

これら３つの要素は、東京一極集中の課題を

解決する可能性が高めることとなるが、コロナ

禍にある中では、まずは新型コロナ感染拡大防

止のための移動制限が解除され、不安が払しょ

くされてからになるだろう。しかし、あらゆる

プロジェクトで大切な「準備八割」の観点から、

同時にコロナ禍収束後の社会における準備は必

要となるだろう。 

コロナ禍収束後の社会では東京一極集中が薄

れ、地方分散が起こり、VRC社会の中の地域づ

くりに移っていく可能性が高まる。しかも、急

速に疲弊していった経済社会を早急に再興して

いくための準備をする必要がある。しかし、こ

のVRC社会の中の地域づくりは今まで経験し

たことがないことに加え、早急に構築していか

なければならない条件が追加されることになる。

そのため、地域づくりに関して、プロジェクト

化し、プロジェクトマネジメント手法に従い進

行させ、短期中期長期の目標達成率を高める必

要がある。 

まずVRCの中の地域づくりであるが、それは

サプライチェーンシステムに頼らない、自律し

た地域をつくることになる。その地域づくりを

進めるためには、地域づくりプロジェクトを立
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ち上げるために必要な要素を数値化し、シミュ

レーションができる状態を構築することが必要

になる。数値化するためには、人工物と自然物

の区分し、地域をメッシュ状に区切り、自然物

から得られる地域資源について、自然物の制約

要素を数値化（相関の精査、及び足し引き）す

る。また、相関の精査は、SDGｓ項目を参考に

行うようにする。 

それら項目を認識しながら、循環経済やエネ

ルギー保存の法則を援用する形で、地域資源の

1次経済価値の総量を算出することから始める。

そして、地域づくり活動をエネルギーとして捉

え、人を中心として自然物はエネルギーを与え

る存在として、あらゆる活動についてはエネル

ギーを失う存在としてシミュレーションできる

状態を構築する。その後、1次経済価値の総量を

１とし、その総量に基づき、地域で受け入れ可

能な人数を規定する。そして、その人数と架空

の役割をメッシュ上に割り振り、立ち位置を設

定する。また、架空の枠割を設定する際は、SDG

ｓ項目を参考にし、活動量を数値化し、評価項

目の数値化として割り当てるよう検討する。た

だし、各役割における平均値の検討は必要。 

 

3.4 地域づくりシミュレーションの考察

―地域通貨、二重通貨制について― 

 3.3において、その地域の地域資源でまかなえ

る人数を既定する考えについての考察を行った。

そこで、その地域内でまかなえる人数における

経済活動に関する考察を行う。2020年4月30日、

日本国民に対して一律10万円が配布される予

算が通過し、一律10万円が配られることとなっ

た。このことについての世論は賛否両論あった

が、経済活動における重要な要素を財の循環と

仮定したとき、社会的価値の有用性を測る社会

的実験として行われたという仮説で考察する。 

 この社会的価値の有用性を測るときに議論さ

れることとして、その一律10万円支給の継続性

の課題である。今まで、社会の変化において議

論されてきたことに、ベーシックインカムの話

がある。この議論で課題になることに、その原

資に関することがある。グローバル化が進んだ

現代日本社会において一律10万円を配布し続

けることには限界がある。それは、経済活動が

付加価値の循環であるという前提の下、その付

加価値を生み出し続けることの限界である。ま

た、非コントロール下での経済活動における限

界である。 

 そこで、経済活動をコントロール下に置くた

めのシミュレーションとして、地域内循環を前

提とした生活協同組合による地域経営を仮説と

して考察を試みる。 

 当該生活協同組合は、入会時の入会金と毎月

の会費、及び会員の積立金や寄付金から構成す

るものとし、食料の原材料は会員全員で作り、

住居の維持管理や病院運営を会員全員で行うこ

とを前提目的とした組織とする。（将来的には、

AIを搭載した農作業ロボットや先生ロボット

や大工ロボットの開発を検討する。）また主た

る事業として、金融事業、飲食事業、小売り事

業（主にコンビニエンスストア、産直市場）、

再生可能エネルギー事業、ICT事業、大学事業と

する。そして、その地域生活協同組合内で利用

することができる地域通貨を発行し、地域通貨

を会員向けに毎月10万円相当をキャッシュレ

スの形で支給するものとして仮定する。 

 この地域では、基本的な生存権は安定的に確

保できるようになる。そして、マルクス経済に

て批判された労働に対する不平等性もロボット

や働きの捉え方の変化により解消される可能性

が高まる。また、その地域住民は、自分の居場

所を目的に、イノベーション（新規、組み合わ

せ変化による工夫含む）推進が進む可能性も高

まる。日本の江戸時代は260年以上続いた社会

であり、その間は大きな戦争もない平和な時代

であった。また、日本文化が複数回生まれた時

代でもあった。今回のシミュレーションは、そ

の日本の江戸時代の中に、ICT技術やロボット

技術をアドオンさせた、さらにより良い地域が

描かれている感がある。 
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 しかし、この地域での課題は、域外からの侵

略等に関するリスクや気候変動等による食の確

保に関するリスクへの検討が不十分である。今

後、これらの検討が必要である。 

 

4. まとめ 

今回のシミュレーションモデルは、域内地域

資源に基づいた1次経済価値の数値を総量とし、

それを活動に割り振るモデルとなっている。そ

の充足度を高めることで、地域の健康度を高め、

課題解決への寄与度を高める可能性が検討でき

るモデルとなっており、地域づくりのシミュレ

ーションが行えるモデルの検討である。しかし、

地域づくりのシミュレーションを行うためには、

そのための要素検証はまだまだ足りない。今後、

さらなる検証を行っていきたい。 
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